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学長室  

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

制度改革 

(1)副学長制が 2005 年度末に制定され，2006 年５月

より総合政策，研究，国際交流担当として３名の

副学長が学長より指名され，理事会並びに連合教

授会の承認を得た。（達成度 100％） 

(2)三部長と副学長のあり方については検討を進め，

二部教務部長は廃止し，教務部長のもとに副教務

部長を置く方向で，また副学長との関係において

は３案を示し，各学部等での検討依頼を行なっ

た。その意見を踏まえ 2007 年１月に学長により

「教学基本構想に関する諮問会議」が設置され，

現在その会議体において検討が進められている。

（達成度 50％） 

(3)大学協議会についても前項に関連して，連合教授

会の審議事項を含めて前述の会議体で検討されて

いる。（達成度 50％） 

今後下記の方向で結論を出した

い。 

（1)2008 年度より二部教務部長

は廃止し，教務部長と新た

に若干名の副教務部長を置

く。教務部長，学生部長は

学長の指名とし連合教授会

での選挙は行わない。 

（2)副学長のうち１名を学長と

ともに選出し，他の副学長

は学長の指名とする。 

（3)連合教授会の審議事項を再

検討し，学長候補者の選

出，評議員銓衡委員の選

出，および大学の重要事項

以外は別の会議体で審議す

る。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

大学院制度 

改革 

2006 年度は前年度に設置された「大学院制度改革

検討委員会」での審議結果にもとづき，さまざまな

施策の実現に努力した。短期的な課題では，大学院

長が大学院の教務主任を指名する制度を発足させ

た。これまでと異なり，教務主任３名については，

特定の研究科の執行部とは関係なく，大学院長が任

命できる制度にあらためた。２つ目に，大学院で採

用する教員人事の仕組みをあたらしくスタートさせ

た。大学院で講義を担当する任期付教員について

は，関係する研究科が人事を審議できることに変え

た。また，大学院で特任教員を採用し，研究科を横

断する共通科目を担当する制度を開始した。３つ目

に，専門職大学院に部会を発足させた。人事やカリ

キュラムなど，専門職に関わる諸事務はこの部会で

審議し決定する制度にあらためた。短期的課題（達

成度 95％）。 

中期的課題については，既存の大学院を学術大学

院に一体化し，法科大学院などを専門職大学院に包

摂する制度を考案した。これについては，2007 年中

になんらかの結論が出る予定である。中期的課題

（達成度 50％）。 

長期の課題については，研究科の縦割り構造を緩

和し，社会科学系研究科の再編について検討した。

これには，まだまだ時間を要する。2007 年度以降も

引き続き検討を行うこととした。長期課題（達成度

20％） 

中期的な課題である大学院の

制度改革については，まもなく

結論がでるはずである。残る長

期的な課題は，現在，タテ割に

構成されている大学院研究科の

再編成である。社会科学系の研

究科のなかには，垣根を低くす

ることによって異なる研究科間

の相互乗り入れが可能になる分

野もある。これには，各研究科

の意見調整がぜひとも必要とさ

れるが，大学院執行部として

は，今後も引き続き検討してい

くつもりである。できれば 2008

年３月までに粗々のたたき台を

策定できればと願っている。問

題は各研究科間でこの再編成に

関しては，問題の認識が相当か

け離れているため，最終的な結

論が出るまでなおかなり時間が

かかると予想されるところにあ

る。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

認証評価制度

の確立 

2006 年度の自己・点検評価活動は，４月から施行

した「明治大学自己点検・評価規程」に基づく新た

な体制のもとで自己点検・評価全学委員会（委員

長：学長）が作成した総合的な報告書を評価委員会

評価委員会をはじめとして，

新たな自己点検・評価体制を定

着させ，全体のプロセスがさら

に有効に機能するようにする。
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

（委員長：理事長）が第三者的視点から評価すると

いうプロセスで実施した。新たな自己点検・評価体

制はまだ始まったばかりであり，評価委員会での評

価の方向性などを含め明確に定まっていない面もあ

った。2006 年度は，一年半以上をかけて実施した自

己点検・評価の結果をもとに，認証評価機関への認

証評価の申請を行った。その作業過程では，従来の

報告書と比較して記述内容の充実が図られ，特に実

際に行われている教育・研究活動でこれまで記載さ

れていなかった事項がかなり補われた。しかし，ま

だ点検・評価活動が，実際の改善・改革に結びつい

ていない面も多く見られる。また，全学的な視点で

自己点検・評価を実施するプロセスについても不十

分である。（達成度 80％） 

また，全学的な視点での自己点

検・評価を体系的に行う仕組み

を検討し，各学部・研究科及び

各部署の自己点検・評価活動の

さらなる充実を図る。自己点

検・評価が具体的な改善方策に

生かされるよう，学長の教育・

研究年度計画書に連動させるよ

うな方途などをさらに進める。

認証評価申請については，評価

機関との対応体制をしっかりと

とり，評価結果により明確にな

った課題や問題点を大学の改

善・改革に生かすよう推進す

る。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

教学関連規程の

整備 

2005 年度自己点検・評価報告書において「改善方

針」として掲げたものの中で，研究指導室の再編に

ついては「明治大学国家試験指導センター規程」を

教学決定し，理事会へ審議依頼中である。また，効

果的な教育活動の実践を支援・推進するために「明

治大学教育開発・支援センター規程」を整備した。

（達成度 70％） 

 なお，３部長の位置付け等については，学長の諮

問機関として設置した「教学基本構想に関する諮問

会議」において検討している。（達成度 60％） 

３部長の位置付けについては

「教学基本構想に関する諮問会

議」での答申を基に，次年度前

期までに校規上の整備を行うこ

ととする。また，未着手である

付属高校との関係のあり方を含

めた高大連携に関する校規上の

整備については，他大学の状況

を確認しながら今年度中に検討

を終える予定である。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

教員任用制度の

整備 

学校教育法等の改正により，大学等の教員組織の

整備に係る関係校規の整備を実施した。また，研究

面においては，本学の研究を更に促進させるため

に，「法人が給与等を支給するポスト・ドクターの

採用手続に関する取扱要領」を整備した。更に教育

面においては，「明治大学客員教員任用基準」の一

部を改正し，学部長会の議を経た場合には，任期の

更新をすることが出来るように整備を行った。（達

成度 70％） 

学校教育法等の改正に伴い，

教員組織に係る校規を整備する

際，「助手」の扱いに関する議

論が不十分であった。ついては

中央教育審議会大学分科会での

議論を踏まえて，本学における

「助手」の位置付け等につい

て，年度内に結論を出す予定で

ある。また，教育開発・支援セ

ンター内に「教員評価分科会」

を設置して教員の自己研鑽を評

価するシステムの検討を実施

し，校規上の整備を行う。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

FD の推進 

(１)  FD 委員会は，1）授業改善のためのアンケー

ト，2）新任教員の研修会，3）講演会・シンポ

ジウム，4）FD 関連の広報活動などに積極的に

取り組んできており，それらは学内にある程度

定着しつつある。（達成度 70％） 

(２) これまで４年間にわたって FD 委員会の活動

は，教務部委員会ならびに各学部・大学院との

連携のもとに進められてきたが，2006 年度末に

は全学的な教育支援体制の整備と組織的な教育

改善の推進を目的として，教育開発・支援セン

本学の FD活動の最大の課題

は，アンケート結果や講演会・

シンポジウムの成果を実際の授

業改善にどのように活かしてい

くか，という点にある。この点

を念頭に置いて，今後は，学外

で開催される FD関連セミナー

へも積極的に参加し，広報活動

の強化に努めていく必要があ

る。「授業改善のためのアンケ
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

ターが設置され（2006 年 12 月６日，明治大学

教育開発・支援センター規程制定），FD 委員会

もこの目的に即して同センター内の専門部会と

して再編された。（達成度 100％） 

ート」に関しては，2007 年度よ

りテーマ別・ジャンル別アンケ

ートの導入（後期に実施予

定），携帯電話や Oh-o！Meiji
システムを併用したアンケート

方式なども考える。なお，今後

の講演会・シンポジウムに関し

ては，教育開発・支援センター

の他の専門部会（国際教育プロ

グラム，教員評価，セメスタ

ー）と連携を図り，それぞれの

課題を見据えながら企画を進め

る。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

学習支援センタ

ーの設置 

学習支援を推進するために設置された「学習支援

推進委員会」では，英語未修圏の留学生を対象に補

習授業を行い，生田キャンパスについては正課授業

の設置を行った。またスポーツ技能重視型入学生を

対象にしての英語正課授業は５学部が参加して 2006

年度からスタートしている。さらにスポーツ技能重

視型入学生に対しては「授業出席確認カード」を導

入し，当該学生の授業出席率の向上を図り，４年間

で卒業出来る体制を整備している。（達成度 70％） 

 また各地区に設置した学習支援室は助手やＴＡを

配置し，来訪学生に対する学習相談や研究上のアド

バイスを適宜実施し，円滑な運用が進んでいるが，

多様なニーズに応えるための更なる環境整備が必要

である。（達成度 80％） 

今後は英語だけではなく，他

の語学科目についても設置を推

進していくほか，参加していな

い学部への協力を求めていく。

また学習支援室については，Ｈ

Ｐの充実やパンフレットの作成

等により，より一層の周知を図

り，学習支援室の利用を促進し

ていく。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

キャリア教育の 

推進 

本センターは景気の回復や団塊世代の大量退職を

控え雇用環境は好転しているとはいえ，雇用の流動

化が現代社会に定着しつつある中で学生の就業意識

の涵養や主体的に進路を選択する能力を育成するこ

とが現状において極めて重要であるとの認識の上で

本年４月１日に設置した。本センターでは全学的に

キャリア教育を推進するために学部間共通総合講座

を設置し，全学部版インターンシップを実施した。

また就職支援活動として，これまでの就職相談やガ

イダンス等の実施に加えて，エントリーシートの添

削等もサポートを強化している。(達成度 70％) 

次年度からは就職・キャリア

形成支援プログラムを生田校舎

にも開講し，より一層の支援体

制を整備する。また従来，支援

体制が希薄だった大学院生や留

学生に対する就職・キャリア形

成支援体制の整備を行う。ま

た，新学部学生の就職・キャリ

ア形成支援についても具体化さ

せていく予定である。さらに雇

用の流動化現象の動きを踏ま

え，校友への就職・キャリア形

成支援も検討を行う。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

研究指導室の 

改革 

現在，法制研究指導室，経理研究指導室および行

政研究指導室が司法試験，公認会計士試験，国家Ⅰ

種資格取得の受験の指導にあたっているが，少数の

ボランティア教員と嘱託職員が運営している状況で

あり，ロースクール，アカウンティングスクールの

学生，修了生を含めて増加の一途を辿る入室希望

者，多様化する講座運営に十分対応できていない。

このような状況を改善するために，３研究指導室を

今後は，「明治大学国家試験

指導センター規程」（案）を理

事会に諮り，承認を得ることに

より本学の受験指導機関として

「明治大学国家試験指導センタ

ー」を創設するとともに，事務

機構を新設することが喫緊の課

題である。 
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

統合し，本学の正規の受験指導機関として「明治大

学国家試験指導センター」を創設する目的で，2006

年７月の学部長会において「明治大学国家試験指導

センター規程」（案）を提案し，審議の結果，承認

された。（達成度 80％） 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

2006 年５月の連合教授会において「国際日本学部

（仮称）の設置大綱（学長案）」が承認され，同年

12 月の連合教授会ではそれに伴う学則改正も承認さ

れた。この間，国際日本学部設置準備委員会では

2008 年度の開設に向けて，カリキュラム，教員組

織，入試制度，広報活動等に関して精力的に検討を

重ね，2007 年１月には文科省より新学部設置が届出

により可能である旨の回答を得ている。（達成度

100％） 

国際日本学部の設置申請のた

めに，2007 年４月 26 日には文

科省に関係書類を提出する。そ

れに対する回答が届くのは同年

7月末の予定であるが，国際日

本学部設置準備委員会ならびに

新学部等設置準備室は，書類提

出後も 2008 年４月の開設に向

けて，広報活動，入試体制，教

員組織，カリキュラム，留学制

度等の検討を継続していくとと

もに，研究室，会議室，留学生

寮等の施設整備に関して，全学

的な検討に積極的に参加してい

く必要がある。 

「スポーツ科学部（仮称）設置大綱（答申）」

は，学部審議に付された後，５月 20 日の連合教授会

において承認された。その後，スポーツ科学部（仮

称）設置準備委員会を設置し，その下に専門部会を

置いてカリキュラムの詳細および施設，入試につい

て検討し，ほぼ成案を得るに至った。その検討の過

程で，生田では十分な施設を確保できないとの結論

に至り，法人に対して新たな校地の確保を要請し

た。現在のところ，十分な施設を用意できる校地が

確保できていないため，生田・八幡山を含めた現有

校地での暫定的な開設の可能性を探っている。 

新校地確保を前提としなが

ら，2009 年４月開設のために

は，現有校地での暫定的な開設

を具体的に検討することが必要

である。その際，利用キャンパ

スに応じて，カリキュラムの運

用について再検討し，また，追

加的な校地の取得も視野に入

れ，法人との連絡を密にするこ

とが重要となる。 

新学部・新大学

院等構想 

司書課程を中心に，ユビキタスカレッジによって

発信するコンテンツの作成が進み，優れたクオリテ

ィのコンテンツ構築の基盤が作られた。（達成度

80％） 

コンテンツ作成のためのスタジオ等の環境整備が

進んだ。（達成度 90％） 

リバティアカデミーの社会人講座とユビキタスカ

レッジの連携が進展した。（達成度 90％） 

ユビキタスカレッジの優れた

クオリティを維持しつつ，全国

さらに世界に向けた本学の教育

の発信には，通信教育の設置が

必要である。通信制新学部の設

置を検討すべきである。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

2006 年６月の新学部等設置検討委員会で専門部会

を閉会した。(達成率０％） 
  新学部・新大学

院等構想 
和泉新大学院専門部会においてまとめられた「教

養デザイン研究科（仮称）設置大綱」は，学長案と

して連合教授会の承認を得，また理事会，評議員会

での承認をえて，現在カリキュラムの確定，並びに

担当者選任の手続きに入っている。（達成度 90％） 

学内手続き，文科省での審査

を経て，2008 年４月の開講にむ

けての準備を整える段階にきて

いる。諸施設の整備，入学の諸

条件整備，公報活動等の開始が

求められている。  
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

中央教育審議会の最終答申が遅れ，かつ状況が混

沌としているなかで，教職大学院の基礎をなす学部

教職課程の改革及び教職大学院への入学者確保の見

通しをたてにくい状態がある。このことから，現時

点で 2008 年４月設立を方針とすることが望ましいと

は思われないというのが，専門部会の考えである。

教職大学院設置に際して関係大学の中での先行グル

ープとなることは，学部受験生の確保，現職教員の

派遣に関する任命権者との関係などでメリットも想

定されるが，現時点では中教審最終答申による教職

大学院と免許制度に関わる構想が不確定なので，

2010 年４月以降の設立に向けて検討すべきであると

考える。 

 現在までに中教審から示されている条件のもとで

可能な構想を，各研究科・付属校の知恵を集めてま

とめ，専門部会に報告する。2006 年度教員養成ＧＰ

「授業デザイン形成支援プロジェクト」採択を受

け，その実質化を図りつつ，教員養成専門職大学院

設置に向けて充分な準備が必要である。（達成度

50％） 

今後中教審答申の検討，免許

更新制，再課程認定，教員養成

ＧＰの実質化，先行する諸大学

の結果動向の見極め等，慎重に

検討を加えながら，教職大学院

の 2010 年４月以降開設を目指

す。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

「教育の情報化

推進本部」の 

積極的展開  

2005 年４月より活動を開始した「教育の情報化推

進本部」は，幹事会，拡大幹事会，情報環境推進

部，教育支援推進部，情報教育推進部が，情報シス

テム事務部と教務部とを事務局体制として，それぞ

れの役割に応じた事業展開を図ってきた。2006 年度

は拡大幹事会を隔週で開催し様々な情報環境充実を

図ってきた。情報環境の充実は，和泉のメディア棟

に横並び出来うる環境の構築を目指して，３地区に

置いて当面必要なＩＴ環境の充実を図ってきた。 

 教育支援の部門では，継続的課題である 100 コン

テンツプロジェクトの構築を積極的に行い，2006 年

度において文部科学省補助が終了することにあわせ

て，デジタル教材作成を当初の目的通り完了し，

「報告書」とリーフレットを作成して公開した。同

時に「Ｏh-o！Ｍｅｉｊｉ」システムのより完成度の

高い基幹構築や教職員・学生への広報活動，また私

情協などでの外部に向けた本学のこの分野での取組

を報告，他大学から高い評価を受けた。 

情報教育部門では，今後情報教育を受けた学生の

入学を視野に入れながら，なお情報倫理教育の充実

を図ってきた。全体的には，ＨＰを立ち上げ，パブ

リックコメントも開設した。（達成度 90％） 

2006 年度より，「本部予算」

として計上されるため，より正

確にまたバランスのとれた実行

措置が執れる体制が整ったとい

える。ただ，和泉キャンパスの

グランドデザイン等との整合性

を図りながら，理想的教育の情

報化を達成するための方途をこ

れからも模索しなければならな

い。さらに，今後学長の下で構

想され実現して行くであろう

「ユビキタスカレッジ」の「コ

ンテンツ部門」と「教育の情報

化推進本部」の中の「教育支援

推進部」との連携を密接にして

いく喫緊の課題がある。また

「本部」を下支えする事務局体

制の早急な確立が急がれる。今

後 2007 年４月発足した「情報

基盤本部」との協働関係を構築

する事が，本学の情報化の核心

的課題となるであろう。 

 教育支援の部門では，今後教

材のデジタル化は継続的に実現

しなければならない課題であ

り，デジタルコンテンツＷＧを

引き続き置いて活動を行ってい

く。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

教育改革支援

本部におけるＧ

Ｐ等申請推進 

2004 年 12 月に「明治大学教育改革支援本部」を，

学長の下に設置した。迅速，柔軟かつ正確に対応す

るための体制を整えることができた。ＧＰの種類に

よって本部にそれぞれセクションを設置して選定申

請作業を効果的に行えるようにした。この本部のも

と，多くのＧＰが採択された。   

2006 年度は，（1）資質の高い教員養成推進プログ

ラム（教員養成 GP）『授業デザイン力形成支援プロ

ジェクト』（2）大学教育の国際化推進プログラム

（海外先進教育実践支援）」『国際的会計専門職業

人養成プログラムの開発』が採択された。また 2007

年度のプログラムについても(1)大学教育の国際化推

進プログラム（長期海外留学支援）」『明治大学長

期海外留学支援プログラム』（博士後期課程法学研

究科・西迫大佑）(2)大学教育の国際化推進プログラ

ム（海外先進研究実践支援）１．『ネットワークロ

ボット制御法の確立』（理工学部・森岡一幸専任講

師）２．『界面ナノ構造を用いたバイオセンサーの

開発』（理工学部・加藤徳剛専任講師）３．『社会

性知能に関する脳認知発達的研究』（理工学部・嶋

田総太郎専任講師）が採択されている。学部・大学

院諸機関の本学学生に対する潜在的教育力が，有為

な人材育成プログラムを抱えているかを証している

し，こうした教育改革の一つ一つの営為が，本学全

体の教育改善に波及効果をもたらし，質的向上に資

することになろう。（達成度 90％） 

採択状況をみると，充分な成

果を上げたことは確かである。

しかし最も重要なことは，この

採択された取組を中核に，教育

改革の実をあげることこそ，本

学がこの公募に応じる最大の眼

目がある。「教育改革支援本

部」の活動が，最終的に本学の

教職員と学生に，理想的教育学

習環境を構築できるかどうかこ

そが，今後とも最大の課題であ

る。採択不採択に関わらず，優

れた教育取組に効果的な財政支

援ができる体制づくりが，今後

の重要な検討課題である。教育

改革支援本部に充分な予算措置

を行い，恒常的に学長の意思が

反映される体制づくりが早急に

求められる。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

和泉キャンパス

のｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ

の推進 

(１）和泉キャンパスグランド・デザインについて 

学長のもとにおける「和泉キャンパス基本構想・

タスクフォース」は，2005 年 10 月より開催され

2006 年７月に「明治大学グローバル・ヴィレッジ・

キャンパス構想」としてまとめられた。そして，学

長提案として，同年 10 月の学部長会議に提案され，

各学部・大学院研究科における意見聴取を求めるこ

とになった。同年 11 月その意見の集約をみた。その

具体化のための方策については，2007 年２月に設置

された学長の諮問会議「教学基本構想に関する諮問

会議」において検討されることになり，現在検討中

である。なお，その中心的課題である新学部・大学

院新研究科の設置は，連合教授会，理事会，評議員

会において承認され，2008 年４月開講をめざして

着々と準備がすすめられている。（達成度 80％） 

(２）和泉委員会の活動 

（a）「教養教育」の理念の確立とカリキュラムへの

具体化『リベラル・アーツ・フォラム』（第 10 号）

を発行し，和泉キャンパスで展開されている少人数

教育（ゼミ）の現状と課題について特集した。ま

た，和泉キャンパス 75 年史刊行準備会においては，

引き続き資料収集・整理につとめ，加えて退職者職

員によるシンポジウムを開催し，キャンパスの変遷

について資料の空白を埋める作業を行った。 

（達成度 80％） 

(１）「国際日本学部」と「教

養デザイン研究科」の設置を核

にして，今後，キャンパス再編

の問題，研究組織の設置の問

題，諸施設の整備の問題，等が

検討され，その実現にむけての

方策がとられることになろう。

(２）（a）８分科会の活性化に

より，学部をこえた教育・研究

機能の向上をはかる必要があ

る。 

（b）新学部の開講にむけて時

間割編成会議を開催すること，

研究組織の新設にむけての会議

を設置すること等，緊急の課題

に対応できる体制の構築が必要

である。 

（c）「グローバル・ヴィレッ

ジ・キャンパス構想」を前提と

して，図書館の役割を再検討す

ること。建設場所についても再

検討が必要である。 

（d）杉並区５大学連携ボラン

ティア・センターの設置，学校

教育支援，学生参加によるシン
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

（b）専門部会と諸会議の開催 

M・M 委員会，和泉グランドデザイン検討委員会，

他の専門部会の活動，時間割編成会議に加えて，本

年度から教育・学習支援会議を開催した。これは学

習支援室，図書館，情報科学センター等のすべての

教育機関における教育・学習支援の現状を把握し，

有機的に機能するよう図ることを目的とする。（達

成度 80％） 

(c)新和泉図書館の建設 

 図書館との間に設置している連絡協議会におい

て，継続的に意見交換を行ってきた。来年度から建

設のための基本金積立が決定され，具体的な検討に

はいる。（達成度 80％） 

(d)地域連携プログラム 

 杉並区と区内５大学連携事業を引続き進行させ

た。「連携講座」・「連携シンポジウム」を，「子

ども・家族・コミュニティー」をテーマとして行っ

た。また，引き続き２年間，幹事機関としての役割

を果たすことになった。 

（達成度 70％） 

 甲州街道歩道橋については，世田谷区・杉並区の

近隣諸団体のあいだに推進協議会を結成し，国土省

との交渉を行い 2007 年度中に設置されることとなっ

た。 

（達成度 100％） 

(e)諸施設の整備 

 新学部設置にともなう諸施設の整備について検討

を開始した。とりわけ，個人研究室について，研究

棟合同研究室の改修により行うこと，AV 棟２階に新

たに共同研究室等を設置すること，研究棟事務室の

移転をともなう改修についても和泉委員会において

承認した。また，区道の付け替えについて杉並区長

に陳情を行った。（達成度 80％） 

ポジウムの開催等，を検討す

る。 

（e）新学部・新研究科の開講

にむけての学生用諸施設，教員

用諸施設，事務諸施設等，につ

いての早急な検討が必要であ

る。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

入学センターの設

置 

入学センターは大学の教育理念，各学部の教育目

標に応じた多様で有為な人材を確保すると同時に，

入学者の学習ニーズを分析して教育プログラムに反

映させることを目的として設置されている。 

 今年度実施した「全学部統一入試」は東京，札

幌，仙台，名古屋，福岡の各会場で試験を実施し，

約１万 8000 名が受験した。これは本センターが設置

され，地方出身者の比率を増加させるなど，入試形

態の改革を集中的に検討したことによる大きな成果

である。（達成度 70％） 

次年度は，新学部である国際

日本学部が初めて入学試験を実

施するので本センターでは大過

なく実施するために関係機関と

の連絡調整を密に行っていく。

 また，次年度はスポーツＡＯ

入試を全面的に実施する。これ

までの３年間の実績と課題を踏

まえ，入試方法，審査方法，評

価方法を全面的に点検し，制度

の手直しを行う。  

さらに公募制スポーツ特別入

学試験についても併せて見直し

を行ない，効果的で整合性のあ

る制度を導入する。この他に，

出題ミスの徹底，入試動向の分

析，そして入学者の学習ニーズ

の分析に基づく教育プログラム

の開発も確実に行っていく。 
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

付属校のあり方 

付属校・系列校強化推進委員会での討議はなされ

たが，教学の具体的方策の策定については進展して

ない。教育開発・支援センターは開設されたが，多

様な高大連携については，具体的な課題として取り

上げられていない。（達成度 10％） 

付属校・系列校強化推進委員

会と関係を密接にすることに加

え，教学の方針を画定し，具体

的な提案を検討する場を設置す

ることが必要である。多様な高

大連携については，教育開発・

支援センターなどで具体的課題

として取り上げることが望まし

い。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

国際交流の充実 

協定校数が大幅に増加している。地域も東アジア

を中心にしつつ，欧州や北米の他，東南アジア，ア

フリカ等，従来協定校のなかった国・地域にも拡大

しており着実な成果を上げてきている。（達成度

60％） 

 留学生の倍増に関しては，必ずしも所期の目標に

到達してはいないが，約 600 名を数えるに至った。

一方，海外に派遣する学生数はあまり伸びていな

い。（達成度 50％） 

 国際交流の戦略デザインは，特にカナダとの関係

を軸に，環太平洋地域との協力を推進した。（達成

度 80％） 

 総合的ヨーロッパ研究のための基盤は，フランス

との関係を強化することによって構築されつつあ

る。（達成度 80％） 

 インターンシップの展開については，留学期間の

多様化が必要であり，克服すべき問題を多く抱えて

いるが，一定の成果をあげつつある。（達成度

30％） 

引き続き協定を拡大し，本学

の教育・研究を世界に向けて発

信する。また，国際日本学部の

新設に伴い，国際交流の拡大が

望めるが，同時に種々の国際交

流推進体制の強化が必要にな

る。 

(１)留学生受入れ・支援体制

（宿舎等インフラの整備。学内

外における異文化間交流の促

進。日本語教育体制の整備。就

職支援体制の強化。英語による

日本文化・社会に関する講義の

設置。）  

(２)学生の語学力強化のための

プログラム（実践的語学教育）

展開及び海外留学制度の見直し

(３)海外拠点の形成（研究者及

び学生交流拡大の拠点。留学生

リクルートの拠点。アジア地域

の大学・高校との連携。本学の

研究成果の発信。） 

(４)国際交流センターの人的強

化（特に和泉地区） 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

学生サービス

の充実 

第 1は学生の自立支援策の充実であり，とくに M
－navi プログラムの拡充と課外活動支援がその中心

である。前者については多様なプログラムを実施す

ることができた。後者については課外活動褒賞制度

の確立とボランティアセンターの設立が中心課題で

あった。両者とも小委員会において検討が加えら

れ，ボランティアセンター規程が 2006 年度末に制定

された。他方での褒賞制度の検討は進んだが，制度

化までには至っていない。（達成度 75％） 

 第 2 の課題は学生相談の充実である。他大学と同

様，学生相談の内容が深刻化している。なんらかの

心の病を抱えている学生は 10％程度在学していると

推定されている今日，学生相談の充実は喫緊の課題

である。全学的な対応に関しては，危機管理の観点

からも，治療勧告･休学勧告の制度化を急ぐべきであ

り，2006 年度において制度化の検討に着手したとこ

ろである。またハラスメント対策を学生相談業務か

第 1 の課題については M－navi
プログラムの一層の拡充と全学

的な支援体制の整備が今後の課

題となる。また規程が制定され

たボランティアセンターを立ち

上げ，実質的に稼動させる必要

がある。さらに検討が加えられ

ている課外活動褒賞制度につい

ては岸本奨学金制度とすり合わ

せて具体化する必要がある。ボ

ランティアセンターと褒賞制度

は 2007 年度中に実施する予定

で作業が進められている。

 第 2 の課題についてはとくに

インテーカーの育成とカウンセ

ラーの増員が求められるが，そ

のような人事政策が採られてい
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

ら分離するというかねてからの課題については，キ

ャンパスハラスメント防止規程を制定し対策委員会

を設置することにより解決をみた。（達成度 100％）

 第 3の課題は学生生活における福利厚生の充実で

ある。奨学金，学生健康保険制度，厚生施設の整備

が進められた。（達成度 100％）しかし，留学生や地

方出身学生向けの学生宿舎の確保にまったく手がつ

けられていない。また，福利厚生の視点からみた課

外活動拠点の整備も重要な課題である。３キャンパ

スとも主要な学生会館は築後 40 年以上が経過してい

る。いずれも今後の重要な課題である。  

 第 4 の課題は学生スポーツの支援強化である。そ

の意味は，学生の自主的な課外活動という位置づけ

から重要な正課外教育への組み替えであり，競技能

力の向上と UI 確立の一助とを目的としている。具体

的には体育課の改組，指導者に対する経済的支援，

スポーツ奨励奨学金の拡充，トレーニング施設の新

設が主な課題であった。2006 年度はその実現に向け

た計画の策定を課題とした。（達成度 100％）なお，

2006 年度着工予定であった八幡山スポーツセンター

（仮称）は諸般の事情により延期されている。 

るとは必ずしもいえない。嘱託

職員も含め人員配置の工夫が求

められる。また心の病を抱えて

入学する者は種々の推薦入試の

合格者に相対的に多くみられる

という特徴がある。入学制度の

慎重な再検討が今後の課題とな

ろう。 

第 3の課題のなかでもとくに

学生用宿舎の確保と，新たなコ

ンセプトにもとづくスチューデ

ントセンターの建設が，学生サ

ービス充実の視点から今後の重

要な課題となる。とくにスチュ

ーデントセンターの建設には多

額の資金が必要になるため計画

的に手当てしていく必要があ

る。また自己資金を充てなくと

も学生用宿舎を確保できる方途

を探るべきである。 

第 4 の課題について列挙した

具体策については 2007 年度お

よび 2008 年度から実施できる

ことがほぼ確定している。今後

は遺漏のないよう慎重に制度化

を図り，関係者の英知を集める

ことが必要である。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

研究機構の 

整備 

COE への推進

体制 

知的財産本部

のあり方 

(1) 研究機構の整備 

三研究所を基盤研究部門として位置づけ，研究・

知財戦略機構の組織化を推進した。（達成度

80％） 

「新領域創成型研究」と「若手研究」の二つの新

しい研究助成費を導入し，科研費等の競争資金と

学内研究費の関連づけが進展した。（達成度

80％） 

(2)ＣＯＥへの推進 

体制本学の研究の高度化と個性化を目指した特別

推進研究センター及びプロジェクト M を担う研究

センター構想が具体化するプロセスに入った。

（達成度 80％） 

(3)研究と知財 

受託研究等の窓口一元化が進展した。（達成度

80％） 

研究企画推進本部と社会連携促進知財本部の協力

関係が進展した。（達成度 80％） 

Web 上における研究情報発進力の強化を目指し

た。（達成度 80％） 

研究・知財戦略機構を実質あ

るものに育てることによって，

大学が全体として研究向上に関

わる環境を生んでいかねばなら

ない。既存組織の改革を遂行し

なければならない。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

大学院の 

活性化 

既存の大学院，ならびに，専門職大学院の両研究

科にわたって，数年前より研究を奨励するため，総

額 900 万円の規模をもつ大学院研究科共同研究を立

大学院教育の実質化を推進す

るため，2007 年２月には，あら

たに「大学院教育改革推進委員
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

ち上げている。例年，多数の応募がある。研究期間

は 1年と限定されているが，成果は翌年を目途に公

表する義務を課している。（達成度 90％）理工学研

究科基礎理工学専攻では，「魅力ある大学院教育イ

ニシアティブ」に応募し，2005－06 年度のプロジェ

クトに採択された。このプロジェクトの採択が大学

院全体の活性化に大きく寄与している。（達成度

90％）会計専門職研究科では，2006 年度に「大学教

育の国際化推進プログラム」に採択され，カナダ・

ヨーク大学に大学院生を派遣し，学生の国際化研修

を深化させてきている。（達成度 90％）ここ数年，

大学院で学ぶ JICA からの留学生，それに外務省の無

償援助による留学生が増加している。彼らは英語に

よって授業を受けているが，その規模は今後，一

層，増えることが予想される。 

会」をスタートさせ，大学院教

育の中身や方針を組織的，体系

的に再編成するための取り組み

を開始している。当面，2007 年

度に関しては，理工学研究科の

2つの分野を中心に計画を練

り，「大学院教育支援プログラ

ム」に応募する準備を進めてい

る。なお，次年度以降に関して

は，人文と社会科学系の研究科

がこのプログラムに申請するこ

とが望まれる。各研究科が，

「大学院教育振興施策要綱」の

内容を踏まえ，それを基本にし

たカリキュラムの制定等を今か

ら考えることが必要である。大

学院の国際化に関しては，外国

人留学生・研究者の受け入れ体

制の整備と国際的な舞台で活躍

できる人材の育成が重要な課題

である。具体的方策として，国

際的ダブルディグリー制度の導

入が懸案の事項である。その過

程として，まず，単位互換から

開始し，やがてプログラムを膨

らませ，最終的にはダブルディ

グリー制度の確立に発展させる

ことも考えられる。留学生の受

け入れに関し，私費留学生につ

いては，今後，学生支援センタ

ーや国際交流センターとの連携

が一層，必要とされる。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

生涯教育の 

充実 

本学の知的財産を活かし社会に貢献するために，

1999 年４月にリバティ・アカデミーが創設された。

その後，2005 年９月に「明治大学リバティ・アカデ

ミー規程」が制定され，アカデミーのセンター化

と，アカデミー長を置くことによる責任体制の明確

化が図られた。また，同年４月に「修了証書等授与

基準（内規）」が制定され，継続的・体系的な学習

への意欲を喚起するためのポイント制度が導入され

た。2006 年には「講師任用基準（内規）」，「講座

等開設及び開講基準（内規）」などの各種内規が制

定され，すべての規定，内規が整備された。2006 年

度の会員数は約 14,000 名で，320 講座に約 20,000 名

が受講している。（達成度 90％） 

残された課題は事務担当部署

の独立であるが，2007 年９月の

事務機構改革によりエクステン

ション・グループとして「リバ

ティ・アカデミー事務局」が独

立する予定である。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

広報活動の 

充実 

広報改革戦略ワーキングプロジェクトは，その報

告書（2004 年 12 月）で「戦略広報」実現のための諸

課題を指摘したが，2006 年度もそうした指摘に即し

て(1)大学広報用 DVD（日本語版と英語版）の作成，

(2)明治大学イメージキャラクターの決定，(3)「明治

広報委員会と広報部との連携

によって，本学の広報体制は着

実に改善されつつある。研究知

財戦略機構のホームページの立

ち上げ，「学園だより」と「M
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

大学広報」の紙面刷新と Web配信などを行った。

（達成度 100％）上記のワーキングプロジェクトは，

研究教育活動に関する情報発信体制に関しても問題

点を指摘しているが，2006 年度には，第１回マスコ

ミ交流会を開催して，本学の就職支援体制と国際日

本学部の 2008 年度開設をマスコミや受験業界に広く

アピールした。 

（達成度 80％） 

ナビ」の「M-Style」への統

合，「明治大学広報」の紙面刷

新と Web配信，大学広報用

DVDの作成，明治大学イメー

ジキャラクターの決定，マスコ

ミ交流会の開催などは，いずれ

も過去２年間の上記の連携の成

果である。2007 年度には明治大

学大学院・法科大学院紹介

DVDの作成を予定している

が，それも含めた以上のすべて

の成果を有効活用していくため

に，今後は，広報委員会，広報

部，入試事務室，新学部等設置

準備室，各学部・大学院等の間

に緊密な連携体制を構築してい

くことが重要である。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

秋葉原サテライ

ト・キャンパスの

設置 

2006 年度は利用状況が大きく改善した。その内容

は，企業との共同研究，商談，展示会，学会研究会

そして大学院研究会など，秋葉サテライトキャンパ

スの目的に即す利用が広がった。「安全学のセミナ

ー」は引き続き実施された。このセミナーは本学理

工学部大学院の「新領域創造専攻」設立への貴重な

情報を与えた。この専攻は 2008 年４月に開設を予定

している。ここでは，本年度も大学ベンチャー

COCO・WA・DOCO 社や内田洋行との共同研究「スマー

トコンシェルジェ」が共同研究室や常設展示を引き

続き実施している。また，本学機械系学科は秋にシ

ーズ展を開催して，多数の参加者を得た。また，

2007 年３月には理工学部は学部展示会ともいえる”

理工フェスタ”を開催し，多くの参加者を得て，そ

の内容が産業関連ホームページにも掲載された。(達

成率 90％） 

今後は利用者を大学全体に広

げる努力，および企業との共同

研究をさらに２社程度増加させ

ることを目指す予定である。 

点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

図書館・博物館

の充実と社会

連携 

（1)  新和泉図書館の建設については，図書館内に

結成されたＷＧでイメージプランを作成し，新和泉

図書館建設連絡協議会，学長スタッフ研修会，学部

長会，各学部教授会等を通じて学内コンセンサスを

得た結果，理事会において，今後４年間に渡って積

み立てをし，建設することが決定された。（達成度

100％） 

（2)  サービス拡充については，2005 年度の中央図

書館に続き，生田図書館においても年末年始の特別

開館（４日間）を実現させた。また，生田図書館に

おいて，書庫の図書に不正持ち出し防止の対策を施

したことにより，利用者の書庫への自由入庫を実現

させた。また，学部間共通総合講座「図書館活用

法」の授業内容の見直しなど，図書館利用教育の充

実を図った。（達成度 70％） 

（3)  図書資料の充実については，図書費の有効活

用のため，図書館長の諮問機関として拡大収書委員

（1)  新和泉図書館の建設につ

いては，図書館内に専門委員会

を設置して，和泉委員会との調

整のもとで，基本設計に向けて

のトータルプランを策定する。

（2)  サービス拡充について

は，書庫への自由入庫を，中央

図書館，和泉図書館においても

実現させる計画である。なお，

開館日・時間のあり方について

は，各校舎の授業等の実態に合

せたものにするよう見直しを図

る。また，利用規程を全面的に

見直して，図書の館外貸出条件

の拡大など，使い勝手のよい図

書館に向けて改善する。利用者

教育については，ゼミツアーや
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点検・評価項目 現状（評価） 改善方策 

会を設置し，図書館図書費配分の抜本的な見直しの

検討を開始した。また，図書委員会のもとの新聞・

雑誌委員会で雑誌電子ジャーナル化の方向性を決定

した。年度末の図書館図書費の特別措置により，電

子ジャーナル化への基盤整備としてバックファイル

多数を購入した。（達成度 60％） 

（4)  社会貢献については，生田図書館の川崎市多

摩区民への開放を行うことについて同区と協議を進

めた結果，合意に達し実施の運びとなった。アフリ

カ文庫を通じたマダカスカル共和国アンタナナリボ

大学との資料交換を開始した。（達成度 100％） 

各種の専門的な講習会を増やし

充実させる。 

（3)  図書資料の充実について

は，従来の紙媒体の雑誌に配慮

しながら，向こう３年間の計画

で外国雑誌の電子ジャーナルへ

の切り替えを進める。また，電

子ブックの導入や，これらの電

子資料横断検索システムも導入

し，電子図書館機能を強化す

る。蘆田文庫や江戸文藝文庫な

ど特色あるコレクションを，デ

ジタル化や解題作成により，社

会に公開する。 

（4)  和泉図書館において，杉

並区民に続き，世田谷区民への

開放も実現できるよう，世田谷

区との協議，学内での調整を開

始する。 

「建学理念の高揚」「生涯教育への貢献」に資す

ることをミッションとして，下記のような事業を実

施した。 

（1) 大学の開放策として 343 日間無料で施設を開

放。利用者総数は 54,290 名となり前年度を 6,724 名

上回った。（達成度 100％）         

（2) 子どもをテーマとする特別展覧会を開催し，国

指定重要文化財を公開した。学内共同利用機関とし

て，図書館，商学部，文学部，大学史資料センタ

ー，リバティ･アカデミー，国際的な学会等と連携し

て展覧会を開催した。（達成度 100％） 

（3) 各種公開講座，学芸員資格取得のための実習受

託，小・中・高等学校への出前講座（宮崎県延岡

市）など，多彩な教育活動を推進した。また，大学

博物館としては唯一，文部科学省から地域子ども教

室推進事業を受託した。（達成度 100％） 

（4) 2007 年度特別展準備に関わる調査研究を教員・

院生・卒業生と連携して推進した。また，学術フロ

ンティア推進事業を支援した。（達成度 100％）  

（5) 記念館前遺跡出土資料の修復をはじめ，収蔵資

料の保存・整理・記録作業を推進した。（達成度

90％） 

（6) 『内藤家文書目録』第１部の再刊をはじめ，資

料情報の発信態勢を整備し，資料を調査研究や出

版・報道，国内外の博物館等の利用に供した。（達

成度 100％）                     

（7) 図書情報の学内一元化に向け，収蔵図書を図書

館データベース・システムへ再登録する作業を推進

した。（達成度 100％）     

（8) 本大学と長野県長和町との社会連携事業推進協

定の締結に協力し，黒耀石研究センターを通した連

携態勢を構築した。 (達成度 80％) 

図書情報の学内一元化を早期

に実現するため，博物館収蔵図

書を図書館データベース・シス

テムに再登録する作業をペー

ス・アップする。 

本大学と長野県長和町との社

会連携事業推進協定に基づき，

町民大学の開催をはじめとす

る，生涯教育や地域文化財の調

査研究，地域活性化に資する事

業を策定・推進する。  
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